
評価調査結果要約表 

 

I. 案件の概要 

国名：ベトナム社会主義

共和国 

案件名：ベトナム国電気通信訓練向上計画プロジェクト 

分野：電気通信訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 

社会開発協力部 

社会開発協力第一課 

協力金額（評価時点）： 

機材供与総額：約 3,102,000米ドル 

先方関係機関： 

郵電省（所管省） 
郵電公社（所管公社） 
郵電技術学院（所管機関） 
第一郵電訓練センター（プロジェクト実施機関） 
日本側協力機関：総務省総合通信基盤局国際部国際協力課 

協力期間 

(R/D)： 

1999 年 3 月 1 日～ 

2004 年 2 月 29 日 

 

他の関連協力：東日本電信電話株式会社など 

1. 協力の背景と概要 

 ベトナムの社会経済の発展は、ドイモイ（刷新）政策による市場経済の拡大とともに加速され

てきた。この急速な発展にともない、電話台数の増加やデジタル技術の導入といった電気通

信部門の成長と近代化がいっそう求められるようになってきた。 

 ベトナム郵電公社は、郵電庁（現郵電省）の人材開発政策に基づき、電信網の維持・運営の

ために第一郵電訓練センターやその他の訓練施設において技術職員の訓練を行ってきた。

しかしながら同公社は、電信部門の訓練需要の急速な変化と拡大に対応するために訓練能

力の向上を必要としていた。 

 そのため、ベトナム政府は日本政府に対してプロジェクト方式技術協力を要請し、最新の専

門技術と訓練実施の能力を持った指導員を育成するための実務的な技術の移転とそのため

の機材を求めてきた。 

 この要請を受けた一連の調査の結果、1999 年 2 月 2 日に本プロジェクト実施のための協議

議事録(R/D)が、実施協議調査団、郵電庁（現郵電省）、郵電公社、第一郵電訓練センター、

計画投資省の代表者によって署名された。本プロジェクト期間は 1999 年 3 月 1 日から 2004

年 2 月 29 日までの 5年間である。 

 

2. 協力内容 

(1) 上位目標 
 ベトナムの電気通信部門における人材開発と技術訓練の需要が満たされる。 
 
(2) プロジェクト目標 
ベトナムの電気通信の開発に必要な 5技術分野（線路（光ファイバーケーブル）、交換、

伝送、無線、データ通信（LAN））における訓練コースを実施するために第一郵電訓練セン

 i



ターの訓練能力が向上する。 
 

(3) 成果 
・訓練システムが改善する。 
・訓練生募集体制が確立する。 
・指導員とトップマネジメントの能力が向上する。 
・訓練コース（線路、交換、伝送、無線、データ通信）が確立する。 
・訓練実施体制が確立する。 
・モニタリングと評価のシステムが確立する。 
  

(4) 投入（1999 年 3 月 1 日～2003 年 8 月 31 日） 

【日本側】 

長期専門家派遣：  9 名 

短期専門家派遣：  9 名 

機材供与：    総額約 3,102,000米ドル 
研修員受入：    15 名（さらに 2003 年 10 月に 1 名） 

 

【ベトナム側】 

カウンターパートの配置： 17 名（指導員 13 名、管理部門 4名） 

建物・施設：新築ビルディングの 2 フロア計 19 室、その他 

ローカルコスト負担：約 40億 1,300万ベトナムドン（2003年 3月 31日までの累計） 
 

II．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 小泉 純作 

訓練政策  渡辺 栄一 

訓練技術  本郷 眞也 

協力企画  池田純一郎 

 

評価分析  鶴田 伸介 

元国際協力事業団専門技術嘱託 

総務省総合通信基盤局国際部国際協力課 

東日本電信電話株式会社技術部国際室 

国際協力事業団社会開発協力部 

社会開発協力第一課 

（株）地域計画連合 

調査 

期間 

2003 年 9 月 21 日～2003 年 9 月 27 日 

（評価分析団員は 9月 15 日～9月 27 日） 

評価種類：終了時評価 

 

III. 評価結果の概要 

１．評価結果の要約 

(1) 妥当性 

我が国の国別援助計画において、情報通信分野はベトナムの成長促進に資するものとして

重点分野として位置付けられ、特に「通信インフラの保守人材及び IT 産業人材の育成」は最

重要課題として掲げられていることから、本プロジェクトを通じた実施機関の能力強化は、その

趣旨に合致している。 

 ii



また、ベトナムでは、近年デジタル電信網が急速に拡大してきており、本プロジェクトは同部

門における人材開発ニーズに応えることを目指している。国家電気通信開発戦略では、2010

年までに全国で電話保有台数は人口 100 人中 15 人～18 人に増加することが計画されてお

り、技術スタッフの増員と技術の向上が求められている。したがって本プロジェクトは国家戦略

に対してきわめて妥当性が高い。 

  

(2) 有効性 

 カウンターパート指導員の指導能力の向上は、訓練生、彼らの所属組織、日本人専門家、

指導員自身という 4 種類の関係者から高く評価されている。したがって電信技術 5 分野に
おける本プロジェクトの有効性は高いと言える。 
 訓練コースの管理運営能力も大きく向上したことは、訓練コースの円滑な運営からも明

らかである。以前と異なり、現在では訓練コースは計画的かつ体系的に運営されている。 
 以上、「第一郵電訓練センターの指導員の指導能力の向上」及び「訓練コースの管理能力

の向上」等の成果があがることで、プロジェクト目標である同センターの訓練能力の向上

が達成されたと判断できる。 
  

(3) 効率性 
本プロジェクトの拠点となる新ビルディングの建設が遅れたが、プロジェクト活動に悪

影響を与えないよう仮の施設において技術移転を開始するなど、柔軟な対応がとられた。 
 また、中間評価調査団の提言によって、指導員の現場経験不足を補うために郵電局 3 か
所と郵電公社傘下の設計建設会社 1 社においてカウンターパート指導員のオンザジョブ訓
練が行われた。 
技術移転については、日本人専門家からの移転に加えて、日本での研修が非常に効率の

高いものであったと見られる。研修生は適切な内容の訓練を受けたばかりでなく、日本で

学んだ技術をベトナムで同僚に移転しており、日本で入手した教材を共有するようにして

いる。 
このように本プロジェクトの効率性は高いと評価される。 

 

(4) インパクト 
第一郵電訓練センターの指導員だけでなくその上部組織である郵電技術学院傘下の他機

関の教官も彼らの訓練生や学生への指導において本プロジェクトで作成された教科書や供

与された機材を利用している。また彼らは本プロジェクトのカウンターパート指導員とカ

リキュラムや教材の作成の方法を共有することで恩恵を受けている。 
また、郵電公社は本プロジェクトを実務的な訓練コースのモデルと見なしており、本プ

ロジェクトで確立したシステムを、郵電労働者訓練学校など同公社傘下の他の訓練機関に

も導入することを考えている。 
 さらに、地方の郵電局の大部分は、本プロジェクトの訓練コースに職員を派遣したこと

によって恩恵を受けかつ良い影響を受けたとしている。 
 以上より、同センターが今後も継続的に訓練を行うことで、上位目標「ベトナムの電気通
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信部門における人材開発と技術訓練の需要が満たされる」の達成の可能性は高いと評価で

きる。 

 

(5) 自立発展性 
（制度・組織面） 

 郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センターはベトナムの電信部門の人材開発にお

ける主流であり、指導員の技術習得の機会やその他の条件面での各種インセンティブがあ

り、大部分のカウンターパートはセンターに定着している。  
 また、2004年の訓練計画はすでに作成されており、第一郵電訓練センターの所長は、本
プロジェクトのフォローアップと訓練の継続のために、本プロジェクトのカウンターパー

トと他の指導員を統合すべくセンター組織を再構成することを検討しており、今後とも同

センターにおける訓練は継続されていく見込みである。 
 このように、制度的自立発展性は高いと判断できる。 
 

（財政面） 

 第一郵電訓練センターは、郵電公社からの予算と同公社傘下の職員の訓練にともなう歳

入によって、財務面で持続的であると見られる。 
 郵電公社の規則により、機材の維持のために、その総額の 10%を留保することとされて
おり、この方式によって第一郵電訓練センターは機材を更新することができる。さらに、

郵電公社の承認があれば新システムを購入することもできる。 
 

（技術面） 

 カウンターパートは、本プロジェクトから移転された技術をすでに習得している、もし

くは遅くとも 2004年 2月までには習得する見込みであり、移転された電信技術およびその
指導技術は今後とも維持されると考えられる。さらに、各分野に 2 名以上のカウンターパ
ートが配置されていることや、彼らが職場に留まる傾向が強いことを考えると本プロジェ

クトの技術的達成は同センターの中で保持されると考えられる。 
  

２．効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 技術移転項目が比較的明確であり、プロジェクトモニタリング・評価が明示的に計画に位置

づけられ実施された。    

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 ベトナム側の組織と個人のオーナーシップが高い点と日本人専門家の途上国での経験が

概して豊富である点があげられる。 

 

３．問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
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 カウンターパートである指導員の実務経験が不十分であったため郵電局や設計建設会社で

のオンザジョブ訓練を計画に盛り込むことで補足した。 

  

(2) 実施プロセスに関すること 

 プロジェクトサイトとなるビルディングの建設が遅れたが関係者の柔軟な対応によって問題を

回避することができた。 

 

４．結論 

 本プロジェクトは郵電省、計画投資省、郵電公社、郵電技術学院、第一郵電訓練センター

および日本人専門家を始めとする諸関連機関職員の参加を得て成功裏に進捗してきた。し

かも、本プロジェクトの達成結果はベトナム側の継続的な努力によって持続されると考え

られる。 
 本プロジェクトの人員、機材、建物、施設などの投入は日本・ベトナム両者から十分に

投入された。特にカウンターパート指導員は当初計画を上回って投入された。日本・ベト

ナム両グループ間の親密な関係は計画された活動の円滑な運営を助け、6項目の成果を十分
達成した。中でもカウンターパートの技術の向上は、日本人専門家、訓練生、彼らの派遣

元の郵電局によって確認された。 
 本プロジェクトの達成はその目標を上回っている。当初に計画された 75コースに対して
プロジェクト終了までには 84コースが実施される予定である。また、目標訓練生数 900名
に対してすでに 927 名が本プロジェクトの訓練を受講しており、コースに対する訓練生の
満足度は目標の 80%を大きく上回っている。さらに、訓練需要は継続的にモニターされコ
ースに取り込まれている。 
 こうした達成に基づき、本プロジェクトは、上位目標に沿ってベトナムの電信部門の人

材開発に大きく貢献しつつある。 
 妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性という評価 5 項目からみても本プロ
ジェクトは高く評価される。本プロジェクトの達成結果は、下記提言の実施を含む関係者

の継続的な努力によって、制度面、財務面、技術面において今後とも持続されると考えら

れる。 
 
５．提言 

 技術と訓練需要の変化にいかに体系的に取り組むかが第一郵電訓練センターのひとつの

課題となっている。したがって同センターの管理職員と指導員は郵電公社の電信網とサー

ビスの開発戦略を熟知することが求められる。 
 また、郵電局への訪問やオンザジョブ訓練を通じた指導員の継続的な実務教育、さらに

は新しい訓練需要の分野における理論的知識の強化を、第一郵電訓練センターとして本プ

ロジェクトの成果にもとづいて促進することが期待される。 
 さらに、第一郵電訓練センターが南部地域から多くの訓練生を受け入れることが推奨さ

れる。 
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６．教訓 

(1) 継続的なモニタリング・評価のシステムをプロジェクトに構築することは活動の適切な運営

にとって重要である。 

(2) プロジェクトの成功のためには実施機関およびその上部機関が強力であり、かつ同プロ

ジェクトに対して強いオーナーシップを持っていることが期待される。一方、日本人専門家に

は高い技術水準が必要であるとともに途上国での経験を持っていることが望まれる。  

(3) プロジェクトの円滑な実施には日本人専門家とカウンターパートとの良好な人間関係が鍵

となる。 
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